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最近、中国大陸、台湾、日本の間、そして韓国、日本の間における島嶼の領

土主権を巡る爭議が、日を追って開放に向かい、多方面の交流が進んでいた東

アジアの情勢に劇的な変化を生んでいる。各地の内部における民族的な情緒は

高揚し、民間交流の中断を招き、長期間をかけて段階的に打ち立てられてきた

友情が傷つけられており、これらの事態をたいへん遺憾に思う。アメリカは東

アジアで軍事的な布陣を強化しており、これによって各国の軍事的な競争はま

すます激化し、戦争へと導かれる形跡がみられる。冷戦の後期以降、東アジア

情勢がここまで緊張したことは前例がない。戦争の記憶と冷戦構造が、歴史と

ともに遠のく情況にないことは明らかだ。東アジア区域は、いまだに植民と帝

国主義の歴史によって生み出された深い傷の痛みにともに向き合うことがで

きずにおり、戦争責任がしっかりと清算されていないことから、各地の民間が

植民と侵略行為、主権の否認などの問題でかかえている心情と感受を充分に反

映できておらず、歴史の傷口を真に癒すことができないため、東アジアの平和

の基礎は未だに脆弱なままである。

東アジアで生活し、長期間この問題に関心を抱き、各地の民間社会に参与し

てきた私たちにとって、今回の島嶼を巡る争議は、十九世紀後期以来、資本主

義が世界で拡張を続けるなかで植民史が残した未解決の問題と、第二次世界大

戦後の冷戦構造が互いに作用し，押し出された結果である、領土主権至上の国

家主義の思惟が「民間の連帯、交流と対話、相互の助け合いと協力、東アジア

の平和」の願望を抑え、各国の間で土地と資源の争奪が境界の人々と区域環境

の安全を脅かすようになっている。半世紀来の高度な資本主義のグローバル化

が造り出した資源と覇権の競争は、想像力の欠乏も造り出している。

長期にわたる民族の記憶および半世紀来累積された冷戦と分断の構造は、東

アジア各国の相互信頼を困難なものとしており、政治と経済の実力を日増しに

強めつつある中国大陸は、東アジア地区の近隣諸国の焦りと不安を引き起こ

し、またアメリカが東アジアにおける軍事的な布陣を深める口実となってお

り、引いては二つの派遣が争う新たな冷戦の局面を形成しようとしている。こ

のような構造のなか、もし政治屋たちが再び民衆の悲惨な戦争の記憶を土壌と

し、あるいは隣国の脅威を口実とし、民族的な情緒を挑発（例えば、島嶼の国

有化や軍事演習など）して、対立がヒートアップし、区域の平和の願望は水面



の浮き草のように根無し草同様になり、人々は戦争の影から真に脱却すること

はできなくなる。もし東アジア各国が依然と帝国主義の歴史にともに向き合

い、戦争の責任を引き受け、植民と戦争の傷口の清算を行うことを願わないの

であれば、この構造的に不安定な情況は今後も引き続き存在し続け、戦争の危

機は回避できないものとなる。

私たちは、東アジアの平和と発展を追求するにあたり、民間における誠意あ

る交流が、東アジアの民衆の共同の願いであるのみならず、各国政府にとって

逃れることのできない責務だと考える。区域の平和が破壊を受け、民衆の生活

が脅威にさらされた時、東アジアの民衆の一人として、私たちには逃れられな

い責任がある。公共の取り組みに参与し、理性的な声を発することは、市民の

権利であり責任であるばかりでななく、各地の民主主義の実践と東アジア交流

の基礎でもある。現在の厳しい区域の情勢に向き合い、私たち、民間の東アジ

アに立脚し、区域の平和に賛同する社会の民衆と知識人は、ここに以下の呼び

かけと主張を厳正に行うものである。

一、爭議の島嶼を「境界交流圈」、「近隣住民の生活圈」そして「東アジア非武

装エリア」に変える

私たちは、主権を掲げることで争議を解消することはできないと考えてい

る。

東アジアの各国と民間は、ともに争議が存在することを直視するとともに、平

和を追求し、衝突を回避するという基礎のもと、領土問題を超越した価値と原

則を探し求める。この意義において、私たちは爭議の島嶼を「境界交流圈」（人

々はここで自由で睦まじく相互に往来することができる）、「近隣住民生活圈」

（近隣島嶼の住民の生活と生計で必要な分かち合いの空間）、そして「非武装

エリア」（島嶼と関連する海域の脱軍事化を含む）に変えることは、領土をめ

ぐる争議の解消と，区域の相互依存と理解の増強に益するものである。

二、各地の民衆は各国の政府に対し、領土問題に向き合う際には対内的に民族

的な情緒を緩和し、対外的には軍事と暴力の傾向を抑制するよう監督し促す。

歴史認識の基礎において、私たちは東アジア各国の民族的な情感がそれぞれ

充分に尊重されなければならないことを呼びかける。同時に、ともに歴史的な

争議（例えば慰安婦や教科書の議題）、戦後の主権と管理権の分配、および関

連する条約の合法性の問題がもたらす具体的な影響に向き合うことで、東アジ

アの民間は対話の空間を切り開き、互いの歴史的な感情状態の理解に力を尽く

すべきである。私たちは、特に各国の政府が、内部の高揚した民族的な情緒を



緩和し、いかなる暴力による秩序の混乱が民間のビジネスや文化交流など平和

の持続に影響しないよう、まじめに向き合うよう呼びかける。「民間の連帯、

交流と対話、相互の助け合いと協力」の立場に立って、私たちは各地の民衆が、

各国の政府に対して、領土問題に向き合う時に、自身の潜在的な軍事暴力的な

傾向を確実に抑制し、軍事衝突のあらゆる可能性を回避するよう、監督し促す

ことに期待を寄せる。私たちは、民間同士の相互関係と対話の増強を続けるこ

とこそが、東アジアの平和を探し求める起点であると信じている。

三、沖繩と日本、韓国の住民による米軍基地反対の闘いを支持し、各国の政府

がともに「区域性平和安全協定」に調印し、全体的な区域相互信頼関係と平和

のシステムを構築することで、区域を脱武装化の方向に推し進めるよう要求す

る。またアメリカ政府に対して、国外の軍事基地を撤収し、東アジア各国と平

等に付き合うことで、「米軍基地が東アジアにある」ことが形成する様々な問

題を解決するよう呼びかける。

民間の往来が相互の尊重と理解の基礎のうえに打ち立てられることで、はじ

めて区域の平和を追求することが可能になる。軍事衝突は東アジアの住民（特

に境界の住民）の生活と安全に極めて大きな脅威をもたらし、またアメリカが

日米と米韓の安全保障体制と冷戦の枠組みで自身の利益を守る際の口実とな

っている。このため、私たちは沖繩、日本本土（岩国、横須賀などの地域）、

そして韓国の人々による米軍基地と軍事基地に反対する勇敢な闘いを支持し、

安保を理由とした国を跨ぐすべての軍事協力と拡充に対し、またいかなる軍拡

競争にも反対する。軍事的な対峙は、区域の平和の発展には無益であり、基地

の布陣は東アジア区域における衝突の危険をいたずらに増すものである。私た

ちは「反基地、脱冷戦」の運動が、東アジアの島嶼の爭議を超克する重要な方

向であると信じる。私たちは東アジア各地の平和を愛する民間団体が各国の政

府をして「区域性平和安全協定の調印」を将来ともに努力する方向に推進する

よう呼びかけ、またアメリカ政府が冷戦の思維を捨て去り、東アジアの民間に

おける平和の願望を尊重し、平等、尊重、互惠の原則で東アジアの各国と付き

合うよう期待するものである。全体的な区域の相互信頼関係と平和のシステム

を打ち立てることによって、はじめて日米の安保体制を置換してこれを徹底的

に解決し、「米軍基地が東アジアにある」ことの様々な問題を取り除くことが

できる。

四、歴史の傷口に向き合い、矛盾の爭議を処理し、東アジアの平和に邁進しよ

う

島嶼の主権をめぐる爭議は歴史の問題であり、歴史に立ち返って見る必要が



ある。私たちは、各国の政府と民間に対して、ともに戦後東アジアの歴史の傷

口に向き合い、責任と賠償、そして正義などの方向から、全面的な清算、反省

と話し合いを行うよう呼びかける。東アジアの各国は先入観を除き、誠意を持

って対話し、複雑に錯綜する「沖縄と日本の問題」、「南北朝鮮の問題」そして

「台湾海峡両岸の問題」などを含む十九世紀以降の区域の歴史が今日に残した

各種衝突と矛盾を徹底的に清算することでのみ、現在の区域の情況が戦前の日

本帝国主義、戦後のアメリカ新植民地主義、および世界の冷戦と資本構造が互

いに制約しあうものであることをはっきりと知ることができる。この種の国内

の政治勢力による互いの競争と外部の国際勢力が結びつくことで作られた局

面について、私たちはこれら問題をより大きな歴史の時間と空間の中に再び置

いてみることで、はじめて現在の島嶼を巡る争議を充分に把握し、処理できる。

区域の枠組みと歴史認識を経線と緯線とし、民間の持続的な交流を基礎とし、

ともにこれらの問題に向き合うことによって、東アジアの平和ははじめて真に

しっかりと根ざし、逞しく成長する基盤を持つことができる。

最後に、私たちは、東アジアの平和は民間からはじめなければならないと再

度強調する。民間の自発的な交流と連帯、理解と相互信頼、相互の敬意と自己

抑制こそが平和の礎となる。この意義において、大国と小国、中央と地方を分

かつことなく、民間団体は引き続き境界を越えて互いの声に耳を傾け、協力し、

互いの感情と需要を尊重すると同時に、自己の民族の利益を越えた価値と倫理

を捜し求め、打ち立てる必要がある。こうすることによってのみ、私たちはか

つて通った戦争の道を再び歩むことなく、烽火の中、平和が消えたことを嘆か

ずにすむのだ。
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